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岡山県車両電気配線装置製造業に係る最低工賃の改正決定について（諮問） 

 

 

 標記について、家内労働法第 10 条の規定に基づき、岡山県車両電気配線装置製造

業最低工賃（令和４年岡山労働局最低工賃公示第 1号）の改正決定について、貴会の

調査審議をお願いする。 
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家 内 労 働 法 （抄） 

（昭和四十五年五月十六日法律第六十号） 

 

最終改正：令和四年六月十七日法律第六十八号 

 

 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 委託（第三条―第五条） 

第三章 工賃及び最低工賃（第六条―第十六条） 

第四章 安全及び衛生（第十七条・第十八条） 

第五章 家内労働に関する審議機関（第十九条―第二十四条） 

第六章 雑則（第二十五条―第三十二条） 

第七章 罰則（第三十三条―第三十六条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、工賃の最低額、安全及び衛生その他家内労働者に関する必 

要な事項を定めて、家内労働者の労働条件の向上を図り、もつて家内労働 

者の生活の安定に資することを目的とする。 

２ この法律で定める家内労働者の労働条件の基準は最低のものであるか 

ら、委託者及び家内労働者は、この基準を理由として労働条件を低下させ 

てはならないことはもとより、その向上を図るように努めなければなら 

ない。 

 

第三章 工賃及び最低工賃 

（最低工賃） 

第八条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、一定の地域内において一定の 

業務に従事する工賃の低廉な家内労働者の労働条件の改善を図るため必 

要があると認めるときは、労働政策審議会又は都道府県労働局に置かれ 

る政令で定める審議会（以下「審議会」と総称する。）の調査審議を求め、 

その意見を聴いて、当該業務に従事する家内労働者及びこれに委託をす 

る委託者に適用される最低工賃を決定することができる。 

  ２ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前項の審議会の意見の提出が 



 

 

あつた場合において、その意見により難いと認めるときは、理由を付して、 

審議会に再審議を求めなければならない。 

 

（審議会の意見に関する異議の申出） 

第九条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前条第一項の審議会の意見の 

提出があつたときは、厚生労働省令で定めるところにより、その意見の要 

旨を公示しなければならない。 

  ２ 前条第一項の審議会の意見に係る家内労働者又は委託者は、前項の規 

定による公示の日の翌日から起算して十五日以内に、厚生労働大臣又は 

都道府県労働局長に、異議を申し出ることができる。 

  ３ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前項の規定による申出があつ

たときは、その申出について、審議会に意見を求めなければならない。 

  ４ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、第一項の規定による公示の日 

の翌日から起算して十五日を経過する日までの間は、前条第一項の規定 

による決定をすることができない。第二項の規定による申出があつた場 

合において、前項の審議会の意見が提出されるまでの間についても、同様 

とする。 

  ５ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前条第一項の規定による決定 

をする場合において、第二項の規定による申出があつたときは、第三項の 

審議会の意見に基づき、当該最低工賃において、一定の範囲の業務につい 

て、その適用を一定の期間を限って猶予し、又は最低工賃額（最低工賃に 

おいて定める工賃の額をいう。以下同じ。）について別段の定めをするこ 

とができる。 

  ６ 前条第二項の規定は、第三項の審議会の意見の提出があつた場合につ 

いて準用する。 

 

（最低工賃の改正等） 

第十条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、最低工賃について必要がある 

と認めるときは、その決定の例により、その改正又は廃止の決定をするこ 

とができる。 

 

（最低工賃の決定等に関する関係家内労働者又は関係委託者の意見の聴取等） 

第十一条 審議会は、最低工賃の決定又はその改正若しくは廃止の決定につい 

て調査審議を行なう場合には、厚生労働省令で定めるところにより、関 

係家内労働者及び関係委託者の意見をきくものとする。 

   ２ 家内労働者又は委託者の全部又は一部を代表する者は、厚生労働省 



 

 

令で定めるところにより、厚生労働大臣又は都道府県労働局長に対し、 

当該家内労働者若しくは委託者に適用される最低工賃の決定又は当該 

家内労働者若しくは委託者に現に適用されている最低工賃の改正若し 

くは廃止の決定をするよう申し出ることができる。 

   ３ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前項の規定による申出があ 

つた場合において必要があると認めるときは、その申出について審議 

会に意見を求めるものとする。 

 

（公示及び発効） 

第十二条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、最低工賃に関する決定をし 

たときは、厚生労働省令で定めるところにより、決定した事項を公示し 

なければならない。 

   ２ 最低工賃の決定及びその改正の決定は、前項の規定による公示の日 

から起算して三十日を経過した日（公示の日から起算して三十日を経 

過した日後の日であって当該決定において別に定める日があるときは、 

その日）から、最低工賃の廃止の決定は、同項の規定による公示の日（公 

示の日後の日であって当該決定において別に定める日があるときは、 

その日）から、その効力を生ずる。 

 

（最低工賃額等） 

第十三条 最低工賃は、当該最低工賃に係る一定の地域と同一の地域内におい 

て同一又は類似の業務に従事する労働者に適用される最低賃金（最低 

賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）の規定による最低賃金をいう。 

以下同じ。）（当該同一の地域内において同一又は類似の業務に従事す 

る労働者に適用される最低賃金が決定されていない場合には、当該労 

働者の賃金（労働基準法第十一条に規定する賃金をいう。））との均衡を 

考慮して定められなければならない。 

   ２ 最低工賃額は、家内労働者の製造又は加工等に係る物品の一定の単 

位によつて定めるものとする 

 

（専門部会等） 

第二十一条 審議会は、最低工賃の決定又はその改正の決定について調査審議 

を求められたときは、専門部会を置かなければならない。 

    ２ 前項の専門部会は、政令で定めるところにより、関係家内労働者を 

代表する委員、関係委託者を代表する委員及び公益を代表する委員 

各同数をもつて組織する。 



 

 

 

（関係家内労働者及び関係委託者等の意見聴取） 

第二十三条 審議会は、この法律に別段の定めがある場合のほか、審議に際し必 

要と認める場合には、関係家内労働者、関係委託者その他の関係者の 

意見を聴くものとする。 

 

（政令への委任） 

第二十四条 この法律に規定するもののほか、審議会に関し必要な事項は、政令 

で定める。 

 



 

 

 

平成１２年６月７日政令第２５２号 

 

厚生労働省組織令（抄） 

 

 

 (地方労働審議会) 

第１５６条の２ 都道府県労働局に、地方労働審議会を置く。 

       2 地方労働審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

       一 都道府県労働局長の諮問に応じて労働基準法、（中略）及び家内労 

        働法の施行並びに公共職業安定所の業務に関する重要事項を調査審 

        議すること。 

       二 前号に規定する重要事項に関し、都道府県労働局長又は関係行政機 

関（家内労働法の施行に関する重要事項にあっては、都道府県労働局 

長）に意見を述べること。 

       三 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法、地域雇用開発促進法 

        及び家内労働法の規定によりその権限に属させられた事項を処理す 

ること。 

      ３ （略） 

      ４ 前二項に定めるもののほか、地方労働審議会に関し必要な事項につい 

       ては、地方労働審議会令（平成１３年政令第３２０号）の定めるところ 

       による。 

 

附  則 

     この政令は、平成１３年１月６日から施行する。 

     （最終改正 令和６年４月１日政令第１０２号） 

 



 

 

◇地方労働審議会令◇ 

（平成十三年九月二十七日政令第三百二十号） 

（改正：平成二十九年七月七日政令第百八十五号） 

 

平成十三年政令第三百二十号 

地方労働審議会令 

内閣は、国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の規定に基づき、

この政令を制定する。 

 

（名称） 

第一条 地方労働審議会（以下「審議会」という。）には、当該都道府県労働局 

の名を冠する。 

 

（組織） 

第二条 審議会は、委員十八人で組織する。 

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委 

員を置くことができる。 

３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を 

置くことができる。 

 

（委員等の任命） 

第三条 委員は、労働者（家内労働法（昭和四十五年法律第六十号）第二条第二 

項に規定する家内労働者を含む。以下同じ。）を代表する者、使用者（同 

条第三項に規定する委託者を含む。以下同じ。）を代表する者及び公益を 

代表する者のうちから、都道府県労働局長が各同数を任命する。 

２ 臨時委員は、関係労働者を代表する者、関係使用者を代表する者及び公 

益を代表する者のうちから、都道府県労働局長が任命する。 

３ 専門委員は、審議会の同意を得て、都道府県労働局長が任命する。 

 

（委員の任期等） 

第四条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残 

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで、 

その職務を行うものとする。 



 

 

４ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が 

終了したときは、解任されるものとする。 

５ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了 

したときは、解任されるものとする。 

６ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（会長） 

第五条 審議会に会長を置き、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、公益を代表する委員のうちから会長があら 

かじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

 

（部会） 

第六条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 前項の委員及び臨時委員については、労働者を代表する委員の数と関 

係労働者を代表する臨時委員の数の合計数及び使用者を代表する委員の 

数と関係使用者を代表する臨時委員の数の合計数は、同数とする。 

４ 部会に部会長を置き、当該部会に属する公益を代表する委員及び臨時 

委員のうちから、当該部会に属する委員及び臨時委員が選挙する。 

５ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

６ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する公益を代表する委員又 

は臨時委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代 

理する。 

７ 審議会は、その定めるところにより、部会（その部会長が委員であるも 

のに限る。）の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

 

（最低工賃専門部会） 

第七条 家内労働法第二十一条第一項の規定により審議会に置かれる専門部会 

（以下「最低工賃専門部会」という。）に属すべき委員及び臨時委員は、 

会長が指名する。 

２ 前項の臨時委員のうち、関係労働者を代表するもの及び関係使用者を 

代表するものは、各同数とする。 

３ 最低工賃専門部会は、その任務を終了したときは、審議会の議決により、 

廃止するものとする。 

４ 前条第四項から第七項までの規定は、最低工賃専門部会について準用 



 

 

する。 

 

（議事） 

第八条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の三分の二以上又は労 

働者関係委員（労働者を代表する委員及び議事に関係のある臨時委員の 

うち関係労働者を代表するものをいう。）、使用者関係委員（使用者を代表 

する委員及び議事に関係のある臨時委員のうち関係使用者を代表するも 

のをいう。）及び公益関係委員（公益を代表する委員及び議事に関係のあ 

る臨時委員のうち公益を代表するものをいう。）の各三分の一以上が出席 

しなければ、会議を開き、議決することができない。 

２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席し 

たものの過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

３ 前二項の規定は、部会及び最低工賃専門部会の議事に準用する。 

 

（庶務） 

第九条 審議会の庶務は、当該都道府県労働局において処理する。 

 

（雑則） 

第十条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し 

必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

 

附 則 

この政令は、平成十三年十月一日から施行する。 

 

（施行期日 

第一条 この政令は、平成二十九年七月十一日から施行する。 



 

 

岡山地方労働審議会運営規程 

 

第 1 条 岡山地方労働審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、厚

生労働省組織令（平成 12 年政令第 252 号）第 156 条の 2 及び地方労働

審議会令（平成 13 年政令第 320 号。以下「審議会令」という。）に定

めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

第 2 条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、労働局長の請求があっ

たとき、会長が必要があると認めるとき又は委員の 3 分の 1 以上から請

求があったときに会長が招集する。 

2 審議会は、前項の規定にかかわらず、その議事が諮問のみの場合にあ

っては、労働局長から会長あて諮問文を発出することをもって、会議の

招集に代えることができる。 

3 労働局長又は委員は、会長に会議の招集を請求するときは、付議事項

及び日時を明らかにしなければならない。 

4 会長は会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも 7 日前までに付議事項、日時及び場所を委員及び労働局長に

通知しなければならない。 

第 3 条 委員は、会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映

像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話するこ

とができるシステムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によ

って会議に出席することができる。 

  2 テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議会令

第８条第１項及び第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）

に規定する会議への出席に含めるものとする。 

3 委員は、病気その他の理由により会議に出席することができないとき

は、その旨を会長に通知しなければならない。 

第 4 条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

2 委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受ける

ものとする。 

3 審議会は、会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又

は意見を聴くことができる。 

第 5 条 会議は、原則として公開する。ただし公開することにより、個人情

報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利

益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しく



 

 

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、

会議を非公開とすることができる。 

第 6 条 審議会の議事については、議事録を作成する。 

2 議事録及び会議の資料は、原則として公開する。ただし、公開するこ

とにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若し

くは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な

意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあ

る場合には、会長は、議事録及び会議の資料の全部又は一部を非公開と

することができる。 

3 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとす

る。 

第 7条 第 2条から第 6条までの規定は、審議会令第 6条に規定する部会（以

下「部会」という。）及び同令第 7 条に規定する最低工賃専門部会（以

下「最低工賃専門部会」という。）について準用する。この場合におい

て、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

第 8 条 会長は、審議会が議決を行ったときは、当該議決に係る答申書、建

議書又は議決書をその都度労働局長に送付しなければならない。  

2 審議会は、厚生労働省組織令第 156 条の 2 第 2 項第 2 号の規定により

関係行政機関に建議したときは、その写しを労働局長に送付しなければ

ならない。 

第 9 条 部会長が委員である最低工賃専門部会が、その所掌事務について議

決をしたときは、当該議決をもって審議会の議決とする。ただし、審議

会が、あらかじめ当該議決に係る事項に関して、審議会の議決を特に必

要とすることを定めていたときは、この限りでない。 

第 10 条 臨時委員及び専門委員は、審議会令第 4 条第 4 項及び第 5 項に規

定する場合のほか、会長の任期が終了したときに解任されるものとする。

ただし、再任を妨げない。 

第 11 条 最低工賃専門部会は家内労働法第 9 条第 2 項の規定に基づく審議

会の意見に関する異議の申出がなかった場合にはその時点で当該専門

部会を廃止する。 

2 この規程に定めるもののほか、最低工賃専門部会の議事運営に関し必

要な事項は、部会長が最低工賃専門部会に諮って定める。 

第 12 条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 



 

 

附 則 

この規程は、平成２２年３月１５日から施行する。 

 附 則 

  この規定は、令和３年４月１日から施行する。 



 

 

 

岡 山 地 方 労 働 審 議 会 

岡山県車両電気配線装置製造業 

最 低 工 賃 専 門 部 会 運 営 規 程 

 

 

第 1 条 岡山地方労働審議会岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃専門部会 

   （以下「最低工賃専門部会」という。）の議事運営は、厚生労働省組織令 

   （平成 12 年政令第 252 号）第 156 条の 2、地方労働審議会令（平成 13 

   年政令第 320号）及び岡山地方労働審議会運営規程に定めるもののほか、 

   この規定の定めるところによる。  

 

第 2 条 最低工賃専門部会に属すべき委員及び臨時委員のうち、関係家内労働

者を代表するもの、関係委託者を代表するもの及び公益を代表するもの

は、各 3 人とする。  

 

第 3 条 最低工賃専門部会長は、最低工賃専門部会が議決を行ったときは、当

該議決をその都度、岡山地方労働審議会長に報告しなければならない。  

 

第 4 条 この規定の改廃は、最低工賃専門部会の議決に基づいて行う。  

 

 附則 

この規定は、平成２２年１１月１２日 から施行する。  



岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃

(注) 「先ハメ」は端子を１本につき、「チューブ通し」はチューブを１本につきの金額をいう。

４  発効年月日 令和４年７年１日

２メートルを超える電線について行うもの
１本につき６１
銭

チューブ通し

電線の被覆を
保護するため、
丸チューブを電
線の端から差し
入れることをい
う。

１５センチメートル以下のチューブについて
行うもの

１本につき２８
銭

１５センチメートルを超え３０センチメートル
以下のチューブについて行うもの

１本につき４１
銭

３０センチメートルを超え５０センチメートル
以下のチューブについて行うもの

１本につき５６
銭

５０センチメートルを超えるチューブについ
て行うもの

１本につき６６
銭

１本につき３７
銭

２０センチメートルを超え５０センチメートル
以下の電線について行うもの

１本につき４３
銭

５０センチメートルを超え２メートル以下の電
線について行うもの

１本につき５３
銭

岡
山
県
車
両
電
気
配
線
装
置
製
造
業
最
低
工
賃

１  適用する家内労働者

岡山県の区域内で車両電気配線装置製造業に係る先ハメ及びチューブ通しの業
務に従事する家内労働者

２  適用する委託者

上記の家内労働者に上記の業務を委託する委託者

３  最低工賃額

業務 内容 規格 金額

先ハメ

電線の端末に
取り付けられた
端子をコネクタ
（非防水タイプ
に限る。）に差
し込むことをい
う。

２０センチメートル以下の電線について行う
もの



決　　　定
（　新　設　）

改　　　正
（第１回）

改　　　正
（第２回）

改　　　正
（第３回）

改　　　正
（第４回）

改　　　正
（第５回）

諮問年月日 平成6年11月1日 平成9年11月7日 平成13年3月6日 平成22年8月20日 平成29年8月24日 令和3年9月30日

答申年月日 平成7年1月11日 平成10年1月16日 平成13年4月26日 平成22年11月25日 平成29年12月19日 令和4年3月28日

官報公示年月日 平成7年2月16日 平成10年2月19日 平成13年5月24日 平成22年12月24日 平成30年1月22日 令和4年4月27日

効力発生年月日 平成7年4月1日 平成10年4月1日 平成13年6月23日 平成23年3月1日 平成30年3月1日 令和4年7月1日

岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃の決定・改正状況





厚生労働省 岡山労働局

労 働 基 準 部 賃 金 室

令 和 ６ 年 ３ 月

岡山県車両電気配線装置製造業

家内労働概況・実態調査結果報告書

令和５年度



Ⅱ　車両電気配線装置製造業の概況

　７　家内労働者の男女別分布

　　（２）チューブ通し

Ⅰ　調査実施要領

　１２　１か月当たり工賃額階級別家内労働者

　１３　品目及び規格（工程）別工賃並びに所要時間等の状況

　９　規格別家内労働者数

　１　委託者調査票集計状況

　２　雇用労働者数別及び家内労働者数別委託事業所数

　３　委託事業所の所在地分布

　４　家内労働者調査票集計状況

　　（２）１日当たりの平均従事時間

　５　家内労働者就労実態

　１４　規格別工賃分布

　６　家内労働者の１月当たり工賃分布状況

　８　家内労働者の年齢別分布

３２

１４

１８

１９

２４

２１

１８

１６

１７

１６

１５

１１

２２

２３

２１

２０

１８

　　岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃一覧表

　　（１）カプラー差し

　　　　③　家内労働者

　　　　②　委託者（実質支払工賃）

　　　　①　委託者（委託者設定工賃）

参考資料　

　　　　③　家内労働者

　　　　①　委託者（委託者設定工賃）

　　　　②　委託者（実質支払工賃）

Ⅳ　最低工賃の全国概要

　１１　年齢階級別及び経験年数階級別家内労働者

　１０　業務別家内労働者数

９

９

目 次

１

８

８

９

１０

１０

８

２

９

Ⅲ　実態調査結果

　　（１）１月当たりの実従事日数



Ⅰ　調査実施要領

（１）調査の目的

　　　本調査は、岡山県内における車両電気配線装置製造業の業務に係る家内労働

　　委託概況を明らかにし、当該最低工賃の対象となる委託者及び家内労働者に係

　　る工賃等の実態を把握するとともに、岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃

    の改正諮問、審議のための基礎資料を得ることを目的とする。

（２）調査対象者

　　　岡山県内で車両電気配線装置製造に関する業務を家内労働者に委託している

　　委託者、その委託者の協力を得て実施した家内労働者調査のうち、回答のあっ

　　た家内労働者

（３）調査対象期間

　　　令和５年１１月

（４）調査実施期間

　　　令和５年１１月～令和６年２月

（５）調査方法

　　　調査票送付による通信調査

（６）調査項目

　　①　委託状況

　　②　工賃額

　　③　就労時間等
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Ⅱ　車両電気配線装置製造業の概況

１　業界の概況

　　①　国内製造メーカー

　車両電気配線装置（自動車用組電線。以下「ワイヤーハーネス」という。）の

国内製造メーカーは、矢崎総業(株)、住友電気工業(株)、古河電気工業（株）、

（株）フジクラ、ＡＳＴＩ(株)等がある。

　このうち、岡山県内には矢崎部品(株)新見工場（新見市）があり、関連子会社の

瀬戸内部品(株)（吉備中央町）のほか、協力会社・加工所を抱え、その下に家内労

働者が存在するという重層構造となっている。

　なお、岡山県内のワイヤーハーネス製造業者を構成員とする工業組合、協同組合

等の業界団体は存在しない。

　　②　ワイヤーハーネスの市場環境

　　　世界の自動車販売台数は、2023年は前年比5％増の8,310万台となる。2024年から

　　2027年の間は年率3％で成長する予想であるが、コロナ以前の水準を超えて成長が予

　　想されるのは、中国や新興国である。米国はコロナ以前の水準まで回復するが、日

　　本や欧州はコロナ以前の水準以下で推移する予想である。

　　　自動車の販売量に応じ、全ての自動車に不可欠な部品であるワイヤハーネス

　　の需要が高まっている。電気自動車やＨＶ車の増加に伴い、より高度で複雑な製品

　　が求められている。

　　③　その他

　ワイヤーハーネスは、多くの場合、工具、治具等を使用して手作業で組み立てら

れる労働集約型の製品であり、海外生産拠点へのシフトが進んでいる。

　また、ワイヤーハーネスには、高い信頼性と低価格に加え、燃費向上のための小

型・軽量化、ハイブリッド車・電気自動車への対応のための高電圧・大電流化など

が求められている。

　このような状況の中、ワイヤーハーネスの国内生産は、高い信頼性・品質の確保

や、短い納期、少量多品種生産への対応について、海外生産に比べ優位性があると

考えられる。
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２　調査対象企業及びその協力会社等

　　　①　矢崎部品(株)新見工場

所在地 　新見市西方２１１７－１

概　要 　矢崎部品(株)新見工場では、自動車用ワイヤーハーネスを

製造している。また、農機具用バッテリーケーブルの製造を

下請に委託している。労働者数は483名。

　主な取引先は、マツダ(株)、三菱自動車工業(株)、トヨタ

車体(株)、ダイハツ工業(株)などである。

　県内に子会社の瀬戸内部品(株)（本社：吉備中央町）がある。

　矢崎部品(株)は、国内では栃木県及び静岡県にも工場等を有

しており、矢崎総業（株）として売上規模では自動車用ハーネ

スでは国内シェア50％、世界シェア約30％を占めている。

　　　②　協力会社

　矢崎部品(株)新見工場は、子会社１社のほか、県内で直接取引のある１次協

力会社は６社、子会社を通じた取引のある委託者が３社あり、調査を行った委

委託者10のうち９社と直接または間接の取引がある。

　協力事業者への委託業務は、組み立て（組み電線をテープで巻いて作る作

業）、※カプラー差しが主体で、一部チューブ通しがある。

（※岡山県最低工賃は、端子をコネクタに差し込む業務を「先ハメ」としている

が、本報告書では、同業務について以下「カプラー差し」と表記する。）

　　　③　発注量

　発注量は、協力会社の生産能力に応じて増減させており、家内労働の実態

については、家内労働者の高齢化の進展、ワイヤーハーネス自体の構造が複雑

になってきていることもあり、長期的には減少傾向にある。

　個々の協力会社ごとにみると、カーメーカーの生産動向、受注していた車

種等の発注状況により仕事量に大きな変動がある。
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　　　④　工賃の概要

　下請事業者に対する工賃単価の引下げは行っていない。最近のエネルギー

価格の高騰や下請け取引の問題に対応するため、親会社側から下請に対して

価格交渉を行い、交渉の結果、価格を改定した製品もある。

３　賃金の動向

　家内労働者の多くは女性であるが、賃金構造基本統計調査による岡山県の女

性労働者（一般労働者、企業規模計）の賃金（所定内給与額）の推移は以下の

とおりである。

　また、ワイヤーハーネスについては、「電気機械器具製造業」に分類される

ことから、同産業にかかる集計結果も記載した。

該当年

摘　要

所定内給与額

（岡山県産業計(女性) ）

対前年変動率

（ ）

（ ）

（ ）

※　令和５年度　最賃932円　対前年変動率4.5％

0.1%

862 892807 834

3.4% 3.5%3.3% 3.2%

833

-0.3%

186,300 250,700206,200 186,000

0.4% 34.6%5.0% -9.8%

185,500

206,000

8.2% 0.7%

195,800

0.8%

234,900 235,700

-5.0%

211,800 213,300

2.2% 0.3%-0.6% -1.3%

平　成 令和 令和

232,900 229,900

令和 令和

３０年 元年 ２年 ３年 ４年

対前年変動率

時 間 額

岡 山 県 最 低 賃 金

対前年変動率

岡山県電気機械器具製造業（女性 )

所 定 内 給 与 額

対前年変動率

岡山県製造業 (女性 )

所 定 内 給 与 額

234,300

204,400

3.4%

6.1%
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４　工賃の実態

　発注元から受ける加工賃単価の変動状況については、5社が「上昇」、3社が「

どちらともいえない」、2社が「横ばい」との回答であった。

　「上昇」と回答した委託者では、5社全てが上昇理由に最低工賃の改定を挙げた。

「どちらともいえない」と回答した委託者では、「コロナによる影響を受けた」

との回答があった。

　また、委託者から家内労働者に対する工賃単価の変動状況については、6社が

「上昇」、3社が「横ばい」、1社が「どちらともいえない」との回答であった。

「上昇」と回答した委託者については、5社が上昇理由に最低工賃の改定を挙げ、

１社が光熱費の高騰を挙げている。「横ばい」と回答した委託者のなかには、

発注元の加工賃上昇を原資に雇用する労働者の賃金は引き上げたが、家内労働者

の工賃引き上げまでは対応できず工賃を据え置きとしているものがあった。

（１）発注元からの加工賃単価の変動状況

　５社　　 （ ）

「どちらともいえない」 　３社　　 （ ）

「横ばい」 　２社　　 （ ）

「下降」 　０社　　 （ ）

（２）家内労働者に対する工賃単価の変動状況

　６社　　 （ ）

　３社　　 （ ）

　１社　　 （ ）

「下降」 　０社　　 （ ）

　委託者の大半は労働者30名未満の小規模事業場である。

　工賃単価については、10社中２社が最低工賃と同額としており、７社では数銭～

30銭程度の範囲で最低工賃を上回っていた。

　最低工賃に対する意見の多くは、「経営状況が厳しいため家内労働者へ委託す

る工賃を据え置いており、改正は困難」というものだった。２社は「最低工賃は、

家内労働者へ委託している工賃の実態を著しく下回っており、改正が必要」と回

答した。その他の意見として、４社が「親会社の委託単価が上昇すれば工賃を引　　　　　　

き上げる」旨の回答をした(複数回答）。

（※調査10社のうち１か所は最低工賃の適用を受ける作業は行っていなかった。）

　

　　

　

10.0%

）

）

）

「どちらともいえない」

５　最低工賃の改正等に対する委託者の意見

「 改 正 必 要 」 ２ 社 （ 20.0% ）

「 改 正 不 要 」

0%

「 上 昇 」

「横ばい」

50.0%

0%

20.0%

60.0%

30.0%

「上昇」

30.0%

１ 社 （ 10.0%

「 そ の 他 」

７ 社 （ 70.0%

４ 社 （ 40.0%

「 改 正 困 難 」
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６　最低工賃の改正等に対する家内労働者の意見

　調査票の提出があった家内労働者６２人の最低工賃に対する意見は次のとおりで

ある。

　個別意見では、「作業時間の割に工賃が安い。」「電気代も上がっている。」

「時代に合った金額に上げてもらいたい。」などの意見が寄せられている。

７　仕事量の変化

　委託者からの仕事量については、１年前と比べ、「変わらない」とする者が51％、

次いで「減った」とする者が25％、減少の理由は「委託者都合」が62％と多数であ

る。

また、「増えた」とする家内労働者は22％である。

※

※

※

※は、「減った」とする者を100としたときの割合

内職開始後１年未満の者は「その他」で回答。

人

人

（ 0.0% ）

（ 4.8% ）

「 こ の ま ま で 良 い 」

「 未 回 答 」

５９

０

３

）

）

）

人

人

人

（

（

（

62.5%

25.0%

12.5%

委託者都合

自己都合

その他

１０

４

２

22.6% ）

「 変 わ ら な い 」 人 （ 51.6%３２

）未 回 答 ０ 人 （ 0.0%

）１６

「 増 え た 」 １４

）「引上げた方が良い」 人 （ 95.2%

「 減 っ た 」 人 （ 25.8%

人 （

）
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    ８　家内労働者の概況

　　　　県内でワイヤーハーネス製造に従事する家内労働者は、新設当時の平成６年調査

　　　では１０４２人であった。

　　　　平成１２年調査で１０００人を割った後、減少傾向にあり、平成２５年調査では

　　　５４０人、令和２年調査では３１８人、令和５年調査では２６９人となり、前回

　　　調査時より４９人（15.4％）減少している。

　　　　なお、これらのうち、テープ巻き等最低工賃の適用のない業務のみに従事する

　　　家内労働者が一定数存在するが、今回の調査において正確な数が把握できなかった

　　　ことから、上記数字に含め計上した。（適用がないことが明らかな1事業場のみ除外。）

H6 H9 H12 H15 H18 H21 H25 H28 R2 R5

家内労働者数 1,042 1,150 938 955 880 533 540 339 318 269

委託者数 27 36 39 35 35 18 18 11 13 9

1,042

1,150

938 955

880

533 540

339
318

269

27

36

39

35 35

18 18

11

13

9

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

（人）（人）

県内の車両電気配線製造業に係る委託者及び家内労働者数の

推移

家内労

働者数

委託者

数
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Ⅲ　実態調査結果

１　委託者調査票集計状況

調査票回収事業所数（回収率）

　　１０社　　（１００％）

２　雇用労働者数別及び家内労働者数別委託事業所数

３　委託事業所の所在地分布

岡山市 １ 社

倉敷市 ４ 社

新見市、高梁市 １ 社

矢掛町 １ 社

吉備中央町 ２ 社

美咲町 １ 社

１０ 社合　　　　　　計 ２６９ 人

１４ 人

６ 人

１３０ 人

１７ 人

４３ 人

５９ 人

合 計 １０ 社 １０ 社

委託事業所の所在地 委託事業所数 家 内 労 働 者 数

５０～９９人 １ 社 １ 社

１００人以上 １ 社 １ 社

１０～２９人 ５ 社 ４ 社

３０～４９人 １ 社 ０ 社

労 働 者 な し ０ 社 ０ 社

１ ～ ９ 人 ２ 社 ４ 社

調 査 票 送 付
事 業 所 数

１０社

人　　数
雇用労働者数別
の委託事業所数

家内労働者数別
の委託事業所数
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４　家内労働者調査票集計状況

　委託者を通じて家内労働者に対して調査票への記入、返信の協力を依頼した。

　一部調査項目に未回答の場合も、集計可能な項目について集計した。

５　家内労働者就労実態

（１）１月当たりの実従事日数

項　目

日　数

２ ５ 日 以 上

（２）１日当たりの平均従事時間

項　目

時　間

１ ０ 時 間 以 上

（注）補助者の従事時間を含む。

1 1.6%

調 査 票 送 付
対 象 労 働 者数

２６９人

回収労働者数（回収率）

６２人（２３．０％）

１９．１日

有効回答票（有効率）

６２人（２３．０％）

6.5%

3.2%

構成比（％）

16

１ ５ ～ １ ９ 日

 労働者数（人）

１ ～ ４ 日

５ ～ ９ 日

１ ０ ～ １ ４ 日

１日当たりの平均作業時間 ４．３時間

19.4%

14.5%

1

62

0

14.5%

12

100.0%

9

9

5

1

16.1%

30.6%

構成比（％）

1.6%

1.6%

8.1%

1.6%

12.9%

17.7%

16.1%

0.0%

2

19

11

0

8

１か月当たりの平均作業日数

 労働者数（人）

７ ～ ８ 時 間 未 満

８ ～ ９ 時 間 未 満

９ ～ １ ０ 時 間 未 満

10

10

4

25.8%

１ ～ ２ 時 間 未 満

計

２ ～ ３ 時 間 未 満

３ ～ ４ 時 間 未 満

４ ～ ５ 時 間 未 満

５ ～ ６ 時 間 未 満

６ ～ ７ 時 間 未 満

未 回 答

5 8.1%

１ 時 間 未 満

２ ０ ～ ２ ４ 日

計 62 100.0%

0.0%

未 回 答 1
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６　家内労働者の１月当たりの工賃分布状況

項　目
金　額

７　家内労働者の男女別分布

３ ～ ４ 万 円 未 満 10

１ ～ ２ 万 円 未 満

２ ～ ３ 万 円 未 満

10
18

11

 労働者数（人） 構成比（％）

16.1%
29.0%

17.7%

0.0%

２８３.１９円

女 91.9%

5

0.0%
0.0%

8.1%男

0
0

８ ～ ９ 万 円 未 満

９～１０万円未満

計

１月当たりの平均工賃収入 ２２，６３０円

100.0%62

0１ ０ 万 円 以 上

未 回 答

4
3

４ ～ ５ 万 円 未 満

７ ～ ８ 万 円 未 満 0

１ 万 円 未 満

8.1%

未回答 0.0%

   ５人

５７人

０人

５ ～ ６ 万 円 未 満

0.0%

６ ～ ７ 万 円 未 満

16.1%
6.5%
4.8%
1.6%1

１時間当たりの平均工賃額
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８　家内労働者の年齢別分布

構　成

年　齢

１９ 歳 以 下

８ ０ 歳 以 上

　未　回　答

　合　　計　

歳 歳 歳平 均 年 齢 62.8 71.6 62.1

0

0

3

7

15

9

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

15

 男（人）  女（人）

21

4

0

0

0

0

0

211

計
（人）

0

0

3

7

62 5 57

７０～７９歳 3

0

18

4

1 0 1
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＊前回は令和2年11月分（家内労働者の回答74）、今回は令和5年11月分（同62）。以下同じ。

＊補助者の従事時間を含む。

0

5

10

15

20

25

30

～４日 ５～９日 １０～１４日 １５～１９日 ２０～２４日 ２５日以上 未回答

１か月の従事日数

前回

今回

前回平均 19.8日

今回平均 19.1日

0

2

4

6

8

10

12

14

16

１日の従事時間

前回

今回

前回平均 4:46

今回平均 4:18

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
１か月の従事時間

前回

今回

前回平均 97：16

今回平均 83：46
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＊１か月の工賃収入を従事時間で割ったもの。

0

5

10

15

20

25

30

１か月の工賃収入

前回

今回

前回平均 26,276円

今回平均 22,630円

0

2

4

6

8

10

12

14

時間当たり工賃

前回

今回

前回平均 294円

今回平均 283円

0

5

10

15

20

25

30

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 未回答

年齢

前回

今回

前回平均 64歳

今回平均 63歳
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９　規格別家内労働者数

153 20.9 34 21.7 119

（注）　委託者の回答を元に、工賃が設定されている工程について、当該企業の家内労働者
　　 全員が従事するものとして算出。
　　　　複数の規格に従事する家内労働者は、各規格に重複して計上されている。
　　　　計は各規格該当欄を単純加算した数値（のべ従事者数）であり、構成比はその比率で
　　 ある。

193 26.4 41 26.1 152 26.4

20.7

計 732 100.0 157 100.0 575 100.0

５０ｃｍを超える
チューブについて
行 う も の

26.4
チ

ュ

ー

ブ

通

し

１５ｃｍを超え
３０ｃｍ以下の
チューブについて
行 う も の

193 26.4 41 26.1 152 26.4

３０ｃｍを超え
５０ｃｍ以下の
チューブについて
行 う も の

１５ｃｍ以下の
チューブについて
行 う も の

193 26.4 41 26.1 152

19.8 116 17.4

計 838 100.0 172 100.0 666 100.0

（

非

防

水

タ

イ

プ

）

カ

プ

ラ

ー

差

し
２ ｍ を 超 え る
電 線 に つ い て
行 う も の

150 17.9 34

152 22.8

202 30.3

５０ｃｍを超え
２ ｍ 以 下 の
電 線 に つ い て
行 う も の

243 29.0 47 27.3 196 29.4

２０ｃｍを超え
５０ｃｍ以下の
電 線 に つ い て
行 う も の

252 30.1 50 29.1

２０ｃｍ以下の
電 線 に つ い て
行 う も の

193 23.0 41 23.8

摘
要

工　　程
家 内 労 働 者 数

計 男
人数(人)

女
人数(人) 構成比(%) 人数(人) 構成比(%) 構成比(%)
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１０　業務別家内労働者数

業
務

家 内 労 働 者 数
計 男

198 68.5

女
人数(人) 構成比(%) 人数(人) 構成比(%) 人数(人) 構成比(%)

69.5 50 73.5

21.6 13

20 6.9

19.1 64 22.1

6.7 4 5.9

カ
プ
ラ
ー

差
し
チ
ュ
ー

ブ
通
し
テ

ー

プ

巻

き

計 357

77

248

24

2.4

そ

の

他

8 1 72.2 1.5

（注）委託者から回答のあった271人分（うち2名は最低工賃業務の従事
なし）のデータに基づき作成。
　　　複数業務従事者は、各業務に重複して計上している。
　　　計は各業務従事者数を単純加算した数値であり、構成比はその
　 比率である。

100.0 68 19.0 289 81.0
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１１  年齢階級別及び経験年数階級別家内労働者

上段　男
下段　女 （人）

１年未満
１年以上
３年未満

３年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満

３０年以上
３５年未満

３５年以上
４０年未満

未回答

２０歳未満

２０歳以上
２９歳未満

　

３０歳以上
３９歳未満

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

４０歳以上
４９歳未満

　　　　０
　　　　２

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　２

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

５０歳以上
５９歳未満

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　５

　　　　０
　　　　２

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　３

６０歳以上
６９歳未満

　　　　１
　　　　１

　　　　０
　　　　３

　　　　０
　　　　３

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　０

　　　　０
　　　　１

　　　　１
　　　　０

７０歳以上
７９歳未満

　　　　０
　　　　２

　　　　１
　　　　２

　　　　１
　　　　２

　　　　１
　　　　３

　　　　０
　　　　６

　　　　０
　　　　２

　　　　０
　　　　１

８０歳以上
　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

未回答
　　　　０
　　　　１

　　　　０
　　　　１

　合計
　　　　０
　　　３

　　　　１
　　　７

　　　　１
　　　９

　　　　１
　　　１３

　　　　１
　　　６

　　　　０
　　　　９

　　　　０
　　　　５

　　　　１
　　　　１

　　　　０
　　　　０

　　　　０
　　　　０

　　　　０
　　　　４

１２  １か月当たり工賃額階級別家内労働者数
上段　男
下段　女 （人）

１万 １～２ ２～３ ３～４ ４～５ ５～６ ６～７ ７～８ ８～９ ９万 未回答

未満 万 万 万 万 万 万 万 万 以上

男 1 4 5

女 17 10 11 6 4 3 1 5 57

合計 18 10 11 10 4 3 1 0 0 0 5 62

 

　　　　２
　　　　９

　　　　３
　　　１８

　　　　０
　　　　４

　　　　５
　 ５７

１ か 月 当 た り
工 賃 額 （ 円 ）

平均工賃
額

22,630

合計

　　　　０
　　　　０

　　　　０
　　　　０

　　　　０
　　　　３

　　　　０
　　　　７

　　　　０
　　　１５

経験年数

階級
年齢階級
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１３  品目及び規格（工程）別工賃並びに所要時間等の状況

１個
1時間
当たり

1日
当たり

１か月
当たり

ⓐ
当たり

平均所

工賃額
ⓒ

工賃額
ⓓ

工賃額
ⓔ

最高 最低 平均額

要時間
（秒）ⓑ

（ⓐ÷ⓑ
×3600
÷100）

（ⓒ×
8時間）

（ⓓ×
25日）

37 60 37 46 406 3,247 81,176

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

43 70 43 53 451 3,609 90,213

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

53 100 53 55 398 3,181 79,518

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

61 90 67 78 512 4,099 102,482

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

28 50 28 40 421 3,368 84,211

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

41 75 41 49 371 2,971 74,274

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

56 75 50 63 372 2,974 74,361

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

66 90 66 77 274 2,189 54,729

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

（１日８時間、１週40時間労働の場合の月平均労働日数：21.7 ）

※　参考；１か月当たり最低賃金額　　932円×８時間×21.7日＝161,795円

6.1 7 193

50㎝を超えるチューブに
つ い て 行 う も の

10.13 5 153

150

チ

ュ
ー
ブ
通
し

１５㎝以下のチューブに
つ い て 行 う も の

3.42 7 193

１５㎝を超え30㎝以下の
チューブについて行うも

の
4.75 7 193

30㎝を超え50㎝以下の
チューブについて行うも

の

カ
プ
ラ
ー
差
し

２０㎝以下の電線につい
て 行 う も の

4.08 7 193

20㎝を超え50㎝以下の
電 線 に つ い て 行 う も の

4.23 7 252

50㎝を超え２ｍ以下の電
線 に つ い て 行 う も の

4.98 8 243

２ｍを超える電線につい
て 行 う も の

5.48 3

品目 工          程

現行
最低
工賃
額

１個当たり
工賃額

調査対象
者　　　数

最高最低額

委託者
家　　内
労働者
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１４ 規格別工賃分布

（１）カプラー差し

　　①　委託者（委託者設定工賃） （単位；社）

（注）　表のオレンジ太線は、現行最低工賃額（20cm以下…３７銭、20～50㎝…４３銭、50cm～２ｍ…５３銭、

　　　２ｍ超…６１銭）を示す。

　　　　前回調査とは、令和2年11月分である。変動率は、前回に対する今回の平均単価の増減割合である。

48.75 50.00 50.25

51.67 53.33 53.33 52.43

１０cm
以　下

１０～
１５cm
以　下

1

2

1

2 2

1

1

2

1

1

1

1

1 1

１５～
２０cm
以　下

1 1 1

3 3

3

２０～
２５cm
以　下

２５～
３０cm
以　下

３０～
３５cm
以　下

３５～
４０cm
以　下

４０～
４５cm
以　下

1 2

2 1 1

2 2 2 2

1 1 1 2

2 2 3

4 3

2

８０～
８９銭
９０～
９９銭
１　円
以　上

前回調
査平均

7 6

43.00 42.56 48.75

平　均
単　価 46.67 46.67

規格

３６銭
以下

３７～
４２銭

工賃

22

5.7  7.5  

7

変動率
（％）

9.3  8.5  7.8  6.0  6.0  

計

45.86 51.67

6.7  

50.56 50.00

52.86 63.00

４３～
４９銭

42.71

6.1  3.7  

6 6 6 76 6

６１～
６５銭

７０～
７９銭

1

５０～
５２銭
５３～
６０銭

６６～
６９銭

1

1 1 1 1

２ｍを
超える
も　の

４５～
５０cm
以　下

５０～
１　ｍ
以　下

１　～
１.５ｍ
以　下

１.５～
２　ｍ
以　下

3

20.3 11.2 6.2  

6 6 7 3

58.56 73.4358.63 58.63

70.50 65.14 78.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00
（銭）

委託者工賃比較表（委託者設定額）

今回平均単価

前回平均単価

最低工賃
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　　②　委託者（実質支払工賃） （単位；社）

（注）　表のオレンジ太線は、現行最低工賃額（20cm以下…３７銭、20～50㎝…４３銭、50cm～２ｍ…５３銭、

　　　２ｍ超…６１銭）を示す。

　　　　前回調査とは、令和2年11月分である。変動率は、前回に対する今回の平均単価の増減割合である。

加重平
均単価 47.62 47.62 47.41 53.98 53.98 54.63 54.63 54.39

19.3 9.5  1.7  

6 6 7 3

59.87 76.3259.29

64.27 70.76 65.56 77.65

5.1  8.4  

7

変動率
（％）

9.0  8.2  8.1  8.9  8.9  9.6  

43.68

8.5  6.5  

6 6 6 76 6

49.57 49.85 50.35

7

３６銭
以下

３７～
４２銭
４３～
４９銭

工賃

５０～
５２銭

２ｍを
超える
も　の

４５～
５０cm
以　下

５０～
１　ｍ
以　下

１　～
１.５ｍ
以　下

2 1

2 2 3

１.５～
２　ｍ
以　下

５３～
６０銭
６１～
６５銭
６６～
６９銭
７０～
７９銭
８０～
８９銭
９０～
９９銭
１　円
以　上

前回調査
平均単価

計

2

1

規格

2

2

2 2 3

1 1 1 2

3 32 2 2 2 4

1

1 1 1

11 1 1

1

1

３０～
３５cm
以　下

３５～
４０cm
以　下

４０～
４５cm
以　下

1

1

1

1 1

２５～
３０cm
以　下

1 3 3

1 2 2

44.01 43.85 49.57

１０cm
以　下

１０～
１５cm
以　下

1

2

1 1

１５～
２０cm
以　下

２０～
２５cm
以　下

6

51.05 50.90 59.29

53.52

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00
（銭）

委託者工賃比較表（実質支払工賃）

今回平均単価

前回平均単価

最低工賃
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　　③　家内労働者 （単位；人）

（注）　表のオレンジ太線は、現行最低工賃額（20cm以下…３７銭、20～50㎝…４３銭、50cm～２ｍ…５３銭、

　　　２ｍ超…６１銭）を示す。

　　　　前回調査とは、令和2年11月分である。変動率は、前回に対する今回の平均単価の増減割合である。

1.7  8.5  6.5  5.1  8.4  19.3 9.5  
変動率
（％）

9.0  8.2  8.1  8.9  8.9  9.6  

50.90 59.29 59.29 59.87 76.32

77.65
前回調査
平均単価 43.68 44.01 43.85 49.57 49.57 49.85 50.35 51.05

54.63 54.39 53.52 64.27 70.76 65.56

178 161 150
加重平
均単価 47.62 47.62 47.41 53.98 53.98 54.63

187 187 187 193 252 226

17

計 187 187 193 187

12
１　円
以　上

12 12 12
９０～
９９銭

12 130

８０～
８９銭

6
７０～
７９銭 12 12 12

130 130 130

2
６６～
６９銭

144 84 19 19
６１～
６５銭

５３～
６０銭 14 14 14 156 156 144 144 144

26 26 85５０～
５２銭 38 38 38 26 26 26

5 5 5 11 11
４３～
４９銭 130 130 130 5

３７～
４２銭 5 5 11

１.５～
２　ｍ
以　下

２ｍを
超える
も　の工賃

３６銭
以下

３０～
３５cm
以　下

３５～
４０cm
以　下

４０～
４５cm
以　下

４５～
５０cm
以　下

５０～
１　ｍ
以　下

１　～
１.５ｍ
以　下

規格 １０cm
以　下

１０～
１５cm
以　下

１５～
２０cm
以　下

２０～
２５cm
以　下

２５～
３０cm
以　下

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00
（銭）

家内労働者工賃比較表

今回平均単価

前回平均単価

最低工賃

- 20 -



（２）チューブ通し

　　①　委託者（委託者設定工賃） （単位；社）

（注）　表のオレンジ太線は、現行最低工賃額（15cm以下…２８銭、15～30㎝…４１銭、30cm～50cm…５６銭、

　　　50cm超…６６銭）を示す。

　　　　前回調査とは、令和2年11月分である。変動率は、前回に対する今回の平均単価の増減割合である。

3.4 -7.6 -2.6 -5.7 -17.3 -20.5 -25.9 - 
変動率
（％） 6.1 2.9 -3.6 -5.8 

63.33 77.00 86.50 90.00

76.56 96.80 116.67 90.00
前回調査
平均単価 37.86 38.33 49.11 50.25 49.44 66.38 66.38 66.38

計 6 7 6 6 2 1 0
平　均
単　価 40.17 39.43 47.33 47.33 51.14 61.33

7 6 6 5 6 5

64.67 62.60

3 2 1
１　円
以　上

７０～
７９銭
８０～
９９銭

1 2 3 2 2

1

1 2
６６～
６９銭

５６～
５９銭
６０～
６５銭 1

2 2 2 2

1 1

５０～
５５銭 3 3 4 4 3 1

４１～
４９銭 2 2 3

３１～
４０銭 1 2

２８～
３０銭 2 2

工賃

２７銭
以　下

３０～
３５cm
以　下

規格 １０cm
以　下

１０～
１５cm
以　下

１５～
２０cm
以　下

２０～
２５cm
以　下

２５～
３０cm
以　下

１.５～
２　ｍ
以　下

２ｍを
超える
も　の

３５～
４０cm
以　下

４０～
４５cm
以　下

４５～
５０cm
以　下

５０～
１　ｍ
以　下

１　～
１.５ｍ
以　下

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

110.00

120.00
（銭） 委託者工賃比較表（委託者設定額）

今回平均単価

前回平均単価

最低工賃
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　　②　委託者（実質支払工賃） （単位；社）

（注）　表のオレンジ太線は、現行最低工賃額（15cm以下…２８銭、15～30㎝…４１銭、30cm～50cm…５６銭、

　　　50cm超…６６銭）を示す。

　　　　前回調査とは、令和2年11月分である。変動率は、前回に対する今回の平均単価の増減割合である。

3.2  -5.3 -0.4 -1.5 -3.9 -9.6 -13.6 -   
変動率
（％）

4.4  -14.1 1.1  -3.7 

69.41 82.88 82.43 90.00

72.20 91.64 95.37 90.00
前回調査
平均単価 36.96 39.87 50.59 53.09 52.77 70.57 70.57 70.57

計 6 7 6 6 2 1 0
加重平
均単価 38.57 34.25 51.15 51.15 54.45 66.84

7 6 6 5 6 5

70.27 69.50

3 2 1
１　円
以　上

７０～
７９銭
８０～
９９銭

1 2 3 2 2

1

1 2
６６～
６９銭

５６～
５９銭
６０～
６５銭 1

2 2 2 2

1 1

５０～
５５銭 3 3 4 4 3 1

４１～
４９銭 2 2 3

３１～
４０銭 1 2

２８～
３０銭 2 2

工賃

２７銭
以　下

３０～
３５cm
以　下

規格 １０cm
以　下

１０～
１５cm
以　下

１５～
２０cm
以　下

２０～
２５cm
以　下

２５～
３０cm
以　下

１.５～
２　ｍ
以　下

２ｍを
超える
も　の

３５～
４０cm
以　下

４０～
４５cm
以　下

４５～
５０cm
以　下

５０～
１　ｍ
以　下

１　～
１.５ｍ
以　下

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00
（銭）

委託者工賃比較表（実質支払工賃）

今回平均単価

前回平均単価

最低工賃
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　　③　家内労働者 （単位；人）

（注）　表のオレンジ太線は、現行最低工賃額（15cm以下…２８銭、15～30㎝…４１銭、30cm～50cm…５６銭、

　　　50cm超…６６銭）を示す。

　　　　前回調査とは、令和2年11月分である。変動率は、前回に対する今回の平均単価の増減割合である。

3.2  -5.3 -0.4 -1.5 -3.9 -9.6 -13.6 -   
変動率
（％）

4.4  -14.1 1.1  -3.7 

69.41 82.88 82.43 90.00

72.20 91.64 95.37 90.00
前回調査
平均単価 36.96 39.87 50.59 53.09 52.77 70.57 70.57 70.57

計 187 193 187 187 142 12 0
加重平
均単価 38.57 34.25 51.15 51.15 54.45 66.84

193 187 187 161 167 153

70.27 69.50

148 142 12
１　円
以　上

７０～
７９銭
８０～
９９銭

26 156 168 142 142

14

6 5
６６～
６９銭

５６～
５９銭
６０～
６５銭 14

5 5 5 5

14 14

５０～
５５銭 52 52 182 182 156 12

４１～
４９銭 5 5 11

３１～
４０銭 130 136

２８～
３０銭 5 5

工賃

２７銭
以　下

３０～
３５cm
以　下

規格 １０cm
以　下

１０～
１５cm
以　下

１５～
２０cm
以　下

２０～
２５cm
以　下

２５～
３０cm
以　下

１.５～
２　ｍ
以　下

２ｍを
超える
も　の

３５～
４０cm
以　下

４０～
４５cm
以　下

４５～
５０cm
以　下

５０～
１　ｍ
以　下

１　～
１.５ｍ
以　下

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00
（銭）

家内労働者工賃比較表

今回平均単価

前回平均単価

最低工賃
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Ⅳ 車両電気配線装置製造業にかかる最低工賃の全国概要

　現在、岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃として定めている「先ハメ」（カプラー

差し）及び「チューブ通し」について、これと同様の業務にかかる最低工賃を定めている

労働局の状況を取りまとめた。

１．岡山県車両電気配線装置装置製造業と同様の業務について、最低工賃を定めている

　労働局は次のとおりである。 （※　（　）内は、最低賃金に適用される目安ランク）

（１）「先ハメ」について

①岩手局（Ｃ）　②茨城局（Ｂ）　③長野局（Ｂ）　④静岡局（Ｂ）　⑤愛知局（Ａ）　

⑥三重局（Ｂ）　⑦兵庫局（Ｂ）　⑧島根局（Ｂ）　⑨岡山局（Ｂ）　⑩広島局（Ｂ）

⑪熊本局（Ｃ）  ⑫大分局（Ｃ）　⑬宮崎局（Ｃ）　⑭鹿児島局（Ｃ）

　（岡山局を含む１４局）

（２）「チューブ通し」について　　　

①岩手局（Ｃ）  ②長野局（Ｂ）　③静岡局（Ｂ）　④愛知局（Ａ）　⑤三重局（Ｂ）

⑥岡山局（Ｂ）　⑦宮崎局（Ｃ）　　（岡山局を含む７局）

２．最低工賃の状況について

　上記労働局において定められている各作業別（規格別）の最低工賃及び直近の改定

状況については、別添の「全国のカプラー差しに係る最低工賃の概要及び全国対比表」

「全国のチューブ通しに係る最低工賃の概要及び全国対比表」のとおりである。

３．最低工賃改定の状況について

　最低工賃については、３年ごとに策定している「最低工賃新設・改正計画」に基づ

き、計画的な調査等により適切に業務の推進を図っているところであり、「第13次

最低工賃新設・改正計画」（Ｒ元年度～Ｒ３年度）における各県の近時の状況につい

ては次のとおりであった。（発効日で整理）

（１）令和元年度改正

　　　　　宮崎局

（２）令和３年度改正

　　　　　岩手局

（３）令和４年度改正 ※５年度　　静岡局　熊本局

　　　　　茨城局　岡山局　鹿児島局 　
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カプラー差し

規 格 現行効力発生日 (前回効力発生日）

未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超

県名の(　　)内は最低賃金に適用される目安ランク
金額の(　　)内は現行最低工賃の改定前金額

30～39銭
40～49銭
50～59銭
60～69銭
70銭～

車両電気配線装置製造業に係る最低工賃の概要(県別)

15㎝ 20cm 50㎝ 150㎝ 200cm

岡山
(Ｂ) R4.7.1 (H30.3.1)

広島
(Ｂ) H15.5.24 (H13.5.18)

島根
(Ｂ) H15.7.6 (H13.7.11)

三重
(Ｂ)

H30.11.18 (H27.4.23)

兵庫
(Ｂ) H18.3.10 (H13.9.26)

愛知
(Ａ) H30.3.25 (H24.3.17)

静岡
(Ｂ) R5.5.5 (H26.4.25)

長野
(Ｂ) H19.9.28 （H16.4.28)

岩手
(Ｃ) R3.6.1 （H28.5.18)

茨城
(Ｂ) R4.11.1 (H16.4.1)

熊本
(Ｃ) R5.4.22 (H18.4.9)

大分
(Ｃ) H12.9.15 (H10.9.15)

宮崎
(Ｃ) R1.5.16 (H17.5.19)

鹿児島
(Ｃ) R4.12.22 (H16.3.11)

37銭
(35銭)

43銭
(41銭)

53銭
(50銭)

61銭
(58銭)

41銭
(41銭) 47銭

40銭
(40銭)

58銭
(52銭)

66銭
(60銭)

76銭
(69銭)

40銭
(36銭)

49銭
(43銭)

58銭
(50銭)

66銭
(57銭)

30銭
(23銭)

46銭
(39銭)

53銭
(45銭)

65銭
(55銭)

46銭
(43銭)

37銭
(69銭)

51銭
(50銭)

56銭
(55銭)

48銭
(40銭)

55銭
(43銭)

52銭
(50銭)

50銭
(42銭)

39銭
(34銭)

36銭
(31銭)
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Ａランク・・・
Ｂランク・・・
Ｃランク・・・

全　国　対　比　表

１　カブラー差し

37

48

設
定
な
し

30

40

58

51

設
定
な
し

37
41

設
定
な
し

設
定
な
し

36

設
定
な
し
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（Ｂ)

広

島
（Ｂ
）

熊

本
（Ｃ)

大

分
（Ｃ)

宮

崎
（Ｃ)

鹿
児
島
（Ｃ)

（銭） カプラー差し（電線長 ～１５㎝）

37

48
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な
し
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設
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（Ｂ
）

熊

本
（Ｃ)

大

分
（Ｃ)

宮

崎
（Ｃ)

鹿
児
島
（Ｃ)

（銭） カプラー差し（電線長１５～２０㎝）
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設
定
な
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設
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分
（Ｃ)

宮

崎
（Ｃ)

鹿
児
島
（Ｃ)

（銭）
カプラー差し（電線長 ２０～５０㎝）
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（銭） カプラー差し（電線長 ５０㎝～１．５ｍ）
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大

分
（Ｃ)
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児
島
（Ｃ)

（銭）
カプラー差し（電線長 ２．０ｍ～）
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チューブ通し

規 格 現行効力発生日 (前回効力発生日）

未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超
未
満

以
下

以
上

超

県名の(　　)内は最低賃金に適用される目安ランク
金額の(　　)内は現行最低工賃の改定前金額

20～29銭
30～39銭
40～49銭
50～59銭
60～69銭
70銭～

車両電気配線装置製造業に係る最低工賃の概要(県別)

15㎝ 30㎝ 50㎝ 100㎝

島根
(Ｂ)

三重
(Ｂ)

H30.11.18 (H27.4.23)

岡山
(Ｂ)

岩手
(Ｃ) R3.6.1 (H28.5.18)

愛知
(Ａ) H30.3.25 (H24.3.17)

静岡
(Ｂ) R5.5.5 (H26.4.25)

長野
(Ｂ) H19.9.28 (H16.4.28)

宮崎
(Ｃ) R1.5.16 (H17.5.19)

R4.7.1 (H30.3.1)

兵庫
(Ｂ)

茨城
(Ｂ)

鹿児
島

(Ｄ)

熊本
(Ｄ)

大分
(Ｄ)

広島
(Ｂ)

28銭
(27銭)

41銭
(39銭)

56銭
(53銭)

66銭
(63銭)

80銭
(72銭)

30銭
(26銭)

59銭
(51銭)

71銭
(61銭)

27銭
(23銭)

57銭
(48銭)

72銭
(61銭)

58銭
(58銭)

25銭
(21銭)

36銭
(31銭)

59銭
(56銭)
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２　チューブ通し

58

設
定
な
し

27
30

設
定
な
し

28
25

0

10

20

30

40

50

60

70

岩

手
（Ｃ)

長

野
（Ｂ)

静

岡
（Ｂ)

愛

知
（Ａ
）

三

重
（Ｂ)

岡

山
（Ｂ
）

宮

崎
（Ｃ)

（銭） チューブ通し（電線長 ～１５㎝）
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チューブ通し（電線長 １５～３０㎝）
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＊　１ｍ超の規格を設定しているのは岡山だけのため、当該規格のグラフは作成していない。

58

設
定
な
し

57 59

80

56

36

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

岩

手
（Ｃ)

長

野
（Ｂ)

静

岡
（Ｂ)

愛

知
（Ａ
）

三

重
（Ｂ)

岡

山
（Ｂ
）

宮

崎
（Ｃ)

（銭）
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（銭） チューブ通し（電線長 ５０㎝～１．０ｍ）
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参考資料

３７銭

４３銭

５３銭

６１銭

２８ 銭

４１ 銭

５６銭

６６ 銭

効力発生日　；　令和４年７月１日

業務

（注）「先ハメ」は端子を１本につき、「チューブ通し」はチューブを１本につきの金額をいう。

岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃一覧表

2ﾒｰﾄﾙを超える電線について
行うもの

先

ハ

メ

チ

ュ

ー

ブ

通

し

内 容 規 格

20ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ以下の電線につい
て行うもの

15ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ以下のチューブに
ついて行うもの

15ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙを超えて30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ
以下のチューブについて行う
もの

電線の端末に取り付
けられた端子をコネ
クタ（非防水タイプ
に限る）に差し込む
こ と を い う 。

電線の被覆を保護
するため、丸チューブ
を電線の端から差し
入れることをいう。

１本につき

１本につき

１本につき

１本につき

金 額

50ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙを超えるチューブ
について行うもの

１本につき

１本につき

１本につき

１本につき

30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙを超えて50ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ
以下のチューブについて行う
もの

20ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙを超えて50ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ
以下の電線について行うもの

50ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙを超えて2ﾒｰﾄﾙ以下
の電線について行うもの
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◎　この調査は岡山県の車両電気配線装置製造業の実態を把握し、最低工賃を見直す基礎資料とするため行っています。

　　他の目的に使用することはありませんので、ありのままを記入して下さい。　　

◎　この調査票には令和5年１１月分又は１１月末日現在の状況について、該当するところを○で囲むかまたは記入し、

　　 令和5年１２月１５日（金）まで に同封の封筒に入れ返送してください。

◎　裏面への記入もよろしくお願いいたします。

１．事業の概要について

 (　　　　)　　　－

・自動車ワイヤーハーネス　（用途 ％

・　　　　　　　　　　　　（用途 ％

・その他

自動車用ワイヤーハーネスについて、家内労働者（注１）に作業を イ．委託している ロ．委託していない

※委託しているイ．に該当する場合は、２．以降の問いについて記入してください。

（注１）いわゆる内職と呼ばれ、自宅などで賃加工に従事する方のことです。

２．雇用労働者の概要について

（１）事業所で雇っている労働者数について記入してください。 （　　）内は内数としてパート労働者数を記入してください。

人（　　 人） 人（ 　　人） 人（ 　　人）

人（　　 人） 人（ 　　人） 人（ 　　人）

（２）家内労働者と同種の業務に従事している雇用労働者（パート労働者を含む）の賃金について記入して下さい。（注２）

円 円 円

（注２）家内労働者への委託業務と同様の業務に従事している貴事業所の雇用労働者の賃金について、日給者及び

　　　　時間給者別にその平均額と最低額について記入してください。

日給単価合計 時間給単価合計

日給者の人数 、 時間給者の人数

３．家内労働業務等の概要について

（１）工賃の決定について、どのようにして決めていますか。

イ．受注先の納入単価に必要経費を考慮して決める。 ロ．実際に作業してみて、出来高を予想して決める。

ハ．標準工数 × 時間当たりの単価 で決める。 ニ．その他（ ）

（２）機械器具、治具等の貸与についてはどうですか。

イ．有（名称 ） ロ．有償（１ヶ月 円 ） ハ．無償

　　　（名称 ） ロ．有償（１ヶ月 円 ） ハ．無償

ニ．無

４．工賃実態について

（１）発注元からうける加工賃単価の変動状況について　　（過去３年間の状況について）

イ．上　昇　（　　　　％ ） 変動した場合の主な理由

ロ．横ばい

ハ．下　降　（　　　　％ ）

ニ．どちらともいえない

（２）家内労働者に対する工賃単価の変動状況について　　（過去３年間の状況について）

イ．上　昇　（　　　　％ ） 変動した場合の主な理由

ロ．横ばい

ハ．下　降　（　　　　％ ）

ニ．どちらともいえない

主 要 製 品
及 び
生 産 割 合

主 要 製 品 名 生 産 割 合

）

）

％

岡山県車両電気配線装置製造業(ワイヤーハーネス）に関する委託者調査票

岡 山 労 働 局

事 業 所 の 名 称 電 話 番 号

所 在 地 記入担当者名

、計 人 ３枚目の７へ ※外注があれば７の欄に外注会社名委託している家内労働者は 男 人、女 人

うち、家内労働者と同種の業務に従事している雇用労働者数

日 額 時 間 額

平 均 額 最 低 額 平 均 額 最 低 額

、住所などを記入してください。

区　　　　　　　　　　　　　　分 男 女 計

雇 用 労 働 者 数

変

動

状

況

変

動

状

況

円

平均額計算方法 日　給 ＝ 時間給 ＝



（３）家内労働者への委託内容及び1時間あたりの推定作業量等について

１０ｃｍ以下の電線について行うもの

１０ｃｍを超え１５ｃｍ以下の電線について行うもの

１５ｃｍを超え２０ｃｍ以下の電線について行うもの

２０ｃｍを超え２５ｃｍ以下の電線について行うもの

２５ｃｍを超え３０ｃｍ以下の電線について行うもの

３０ｃｍを超え３５ｃｍ以下の電線について行うもの

３５ｃｍを超え４０ｃｍ以下の電線について行うもの

４０ｃｍを超え４５ｃｍ以下の電線について行うもの

４５ｃｍを超え５０ｃｍ以下の電線について行うもの

５０ｃｍを超え１ｍ以下の電線について行うもの

１ｍを超え１．５ｍ以下の電線について行うもの

１．５ｍを超え２ｍ以下の電線について行うもの

 ２ｍを超える電線について行うもの

１０ｃｍ以下のチューブについて行うもの

１０ｃｍを超え１５ｃｍ以下のチューブについて行うもの

１５ｃｍを超え２０ｃｍ以下のチューブについて行うもの

２０ｃｍを超え２５ｃｍ以下のチューブについて行うもの

２５ｃｍを超え３０ｃｍ以下のチューブについて行うもの

３０ｃｍを超え３５ｃｍ以下のチューブについて行うもの

３５ｃｍを超え４０ｃｍ以下のチューブについて行うもの

４０ｃｍを超え４５ｃｍ以下のチューブについて行うもの

４５ｃｍを超え５０ｃｍ以下のチューブについて行うもの

５０ｃｍを超え１ｍ以下のチューブについて行うもの

１ｍを超え１．５ｍ以下のチューブについて行うもの

１．５ｍを超え２ｍ以下のチューブについて行うもの

 ２ｍを超えるチューブについて行うもの

手工具を使用して行うもの

手工具を使用せずに行うもの

５．最低工賃（別添一覧表）に対する意見について（複数回答可）

イ． 同種作業をする労働者の賃金（岡山県最低賃金）が上昇しているので、改正が必要。

ロ． 最低工賃は、家内労働者へ委託している工賃の実態を著しく下回っており、改正が必要。

ハ． 家内労働者の生活等を考慮すると、現行最低工賃は低すぎるので改正が必要。

ニ． 最低工賃は家内労働者へ委託する工賃の実態を上回っており、改正は不要。

ホ． 会社の経営状況が厳しいため家内労働者へ委託する工賃を据え置いているので、最低工賃の改正は困難。

ヘ． その他（意見： ）

※次のページの「６．家内労働者について」「７．外注者名簿」の記入もよろしくお願いいたします。

業 務 名 規 格
工 賃 １時間当たり

の推定作業量単　　位 単　　価

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

先 ハ メ １本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

(端子ハメ、カプラー差し） １本につき 銭 本

１本につき 銭 本

上記規格
以 外 の
も の

１本につき 銭 本

銭 本

銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

チューブ通し １本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

上記規格
以 外 の
も の

銭 本

銭 本

銭 本

テ ー プ 巻 き
銭

銭

防 水 栓 通 し
１本につき 銭 本

１本につき 銭 本

上記業務以外の
業 務 名

銭

銭

銭



６．家内労働者について

１．10代　 ２．20代　 ３．30代
４．40代　 ５．50代　 ６．60代
７．70代 　 ８．80代以上

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

１　　２　　３　　４　（ ）

※記入欄が足りない場合は、恐れ入りますがコピーして記入してください。

住 所 （ 市 区 町 村 名 ま で ） 委 託 し て い る 業 務 の 種 類

 １．先ハメ　　２．チューブ通し
 ３．テープ巻き　　  ４．その他（ 業務の名前 ）

（吉備中央町の場合、旧加茂川町地区か旧賀陽町地区か）

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

番号 性 別

年 齢

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８

男・女 １　　２　　３　　４　　５　　６　　７　　８



７．外注者名簿

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

 1・2・3・4 ( )

※記入欄が足りない場合は、恐れ入りますがコピーして記入してください。

この調査につきましてご不明な点がございましたら、

岡山労働局　労働基準部　賃金室

電　話　　０８６－２２５－２０１４

ＦＡＸ　　０８６－２３１－６４７１

までお問い合わせください。

ご協力ありがとうございました。

委託している業務の種類
 １.カプラー差し ２.チューブ通し

 ３.テープ巻き　

 ４.その他（　　　　　　　　　）

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

番号 性 別 氏 名 住 所 電 話 番 号

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-

男・女
 〒

(　　　　)　　-



岡山労働局 労働基準部 賃金室

　　　この調査票は、岡山県の車両電気配線装置製造業における家内労働の実態を把握し、最低工賃を見直す基礎

　　資料とするため行っています。他の目的に使用することはありませんので、ありのままを記入してください。

　　　ご記入後は、同封の返信用封筒により  令和５年１２月１５日（金）  までにご返送ください。

※ご記入にあたってのお願い

１．この調査票は、令和５年１１月分についてご記入ください。

２．ご不明な点がありましたら、

岡山労働局 労働基準部 賃金室（電話 ０８６－２２５－２０１４）

　　までお尋ねください。

Ｑ１．性別、年齢を記入してください。

Ｑ２．現在の仕事の従事期間は何年ですか。 か月

　１　先ハメ（端子ハメ） 本

　２　チューブ通し 本

　３　テープ巻き 束

　４　その他(　名称：

本 )

Ｑ４．１日平均の作業時間はどの位ですか。
ウ

分

Ｑ５．１１月は、何日仕事をしましたか。
ア

日

　１　有 　２　無

イ　電気代（ 円）

ロ　ガス代（ 円）

ハ　その他（ 円）

（ ）

　１　変わらない

　２　増えた

　３　減った

イ　委託される量が減った

ロ　自己都合で減らした

ハ　その他

　１　最低工賃のほうが高い

　２　ほぼ同じ

　３　最低工賃のほうが安い

　１　上げたほうが良い

　２　このままでよい

Ｑ11．その他、委託業務の工夫やご苦労、最低工賃へのご意見がありましたらご記入ください。

※返信用封筒に入れて封をして、ご提出ください。 ご協力ありがとうございます。
（切手はいりません。）

令和５年度岡山県車両電気配線装置製造業実態調査

家 内 労 働 者 調 査 票

Ｑ１． 男　・　女 満　　　　才

Ｑ２． 年

円

Ｑ７．

１１月分の１箇月当たりの必要経費は、
どの位でしたか。
（家内労働委託業務でのご負担分を記入し
てください。）

Ｑ７．

Ｑ３．
１１月中の主な作業をご記入下さい。
また、その作業の１時間当たりの作業量に
ついても教えてください。

Ｑ３．

作　　業　　の　　種　　類

Ｑ４． 時間

Ｑ８．１年前と比べて仕事量は変わりましたか。 Ｑ８．

Ｑ９．

岡山県における車両電気配線装置(ワイヤー
ハーネス)製造業の最低工賃は、別紙のとおり
定められていますが、あなたの工賃と比べて
どうですか。

Ｑ９．

Ｑ５．

Ｑ６．
１１月分の工賃収入はいくらでしたか。
（必要経費は除いてください）

Ｑ６．

Ｑ10．
岡山県の最低工賃について、あなたはどう
思われますか。

Ｑ10．

裏



　　　この家内労働作業日確認表は、調査票表面のQ４、Q５に記入いただくための参考としてご利用下さい。

　　実際に作業した日に、○と１日の作業時間数を30分単位で記入してください。

　　　月間の作業日数と作業時間数を合計して、１日当たりの平均作業時間数を計算してください。

※ご記入にあたってのお願い

１．この作業時間確認表は、令和５年１１月分についてご記入ください。

２．平均作業時間数を計算して、調査票表面の Q4 と Q5 にご記入ください。

調査票の表面に戻って、ご記入ください。 ご協力ありがとうございます。

（裏面）

家内労働作業日確認表

日 曜日
作業日に

○
作業時間 日 曜日

作業日に
○

作業時間

1 水 時間 分 分

2 木 時間 分 17 金

16 木 時間

時間 分

3 金 時間 時間 分

4 土 時間 分

分 18 土

分

5 日 時間 分 20 月

19 日 時間

時間 分

6 月 時間 時間 分

7 火 時間 分

分 21 火

分

8 水 時間 分 23 木

22 水 時間

時間 分

9 木 時間 時間 分

10 金 時間 分

分 24 金

分

11 土 時間 分 26 日

25 土 時間

時間 分

12 日 時間 時間 分

13 月 時間 分

分 27 月

分

14 火 時間 分 29 水

28 火 時間

時間 分

15 水 時間

ウ

時間 分

時間 分

合　計
ア

日
イ

時間 分
１日平均作業時間数

（イ÷ア）

分 30 木



発効年月日 引上率 発効年月日 引上率 発効年月日 引上率 発効年月日 引上率 発効年月日 引上率 発効年月日 引上率

平成7年4月1日 （％） 平成10年4月1日 （％） 平成13年6月23日 （％） 平成23年3月1日 （％） 平成30年3月1日 （％） 令和4年7月1日 （％）

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

２７銭 ２８銭 ２９銭 ３２銭 ３５銭 ３７銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

３２銭 ３３銭 ３４銭 ３７銭 ４１銭 ４３銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

３８銭 ４０銭 ４１銭 ４５銭 ５０銭 ５３銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

４３銭 ４６銭 ４８銭 ５２銭 ５８銭 ６１銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

２０銭 ２１銭 ２２銭 ２４銭 ２７銭 ２８銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

３０銭 ３１銭 ３２銭 ３５銭 ３９銭 ４１銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

４０銭 ４２銭 ４４銭 ４８銭 ５３銭 ５６銭

1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき 1本につき

４８銭 ５１銭 ５２銭 ５６銭 ６３銭 ６６銭

地域別最低賃金 地域別最低賃金 引上率 地域別最低賃金 引上率 地域別最低賃金 引上率 地域別最低賃金 引上率 地域別最低賃金 引上率

　　平成７年４月１日より新規 573 613 6.98% 636 3.75% 683 7.39% 781 14.35% 862 10.37%

岡山労働局労働基準部賃金室

※令和４年７月１日の改正より「カプラー差し」は「先ハメ」に、「カプラー」は「コネクタ」に改められている。

10.42

12.5

9.38

10.81

7.69

9.09 3.70

5.13

5.66

4.76

9.09

9.36

11.11

11.54

12.5

11.43

50センチメートルを超え
るチューブについて行う
もの

6.25 1.96

15センチメートルを超え
30センチメートル以下の
チューブについて行うも
の

3.33 3.23

チューブ通し

電線の被覆を保
護するため､丸
チューブを電線
の端から差し入
れることをいう。

１５センチメートル以下の
チューブについて行うも
の

5.00 4.76

30センチメートルを超え
50センチメートル以下の
チューブについて行うも
の

5.00 4.76

50センチメートルを超え2
メートル以下の電線につ
いて行うもの

5.26 2.50 9.76

2メートルを超える電線
について行うもの 6.98 4.35 8.33

20センチメートル以下の
電線について行うもの 3.70 3.57 10.34

20センチメートルを超え
50センチメートル以下の
電線について行うもの

3.13 3.03 8.82

5.71

4.88

6.00

5.17

岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃の推移

業　　　務 内　　　容 規　　　格

先ハメ
（カプラ－差し）

電線の端末に
取り付けられた
端子をコネクタ
（カプラ－）(非防
水タイプに限る）
に差し込むこと
をいう。



H12年 H13年 … H22年 H23年 H24年 H25年 … H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年

H12.10.1 H13.10.1 … H22.11.5 H23.10.27 H24.10.24 H25.10.30 … H28.10.1 H29.10.1 H30.10.3 R1.10.2 R2.10.3 R3.10.2 R4.10.1 R5.10.1 R6.10.2

636円 640円 … 683円 685円 691円 703円 … 757円 781円 807円 833円 834円 862円 892円 932円 982円

県最賃＋70円（＋8.12％）

県最賃＋120円（＋13.92％）

H13.6.23 H23.3.1 改正見送り H30.3.1 R4.7.1

20cm以下 29 32 35 37

20cm超～

50cm以下
34 37 41 43

50cm超～

2m以下
41 45 50 53

2ⅿ超 48 52 58 61

15cm以下 22 24 27 28

15cm超～

30cm以下
32 35 39 41

30cm超～

50cm以下
44 48 53 56

50cm超 52 56 63 66

37.75銭 41.13銭 45.75銭 48.13銭

(48.125)

平均工賃＋3.38銭（＋2～4銭）＋8.94％

平均工賃＋4.62銭（＋3～7銭）＋11.25％

平均工賃＋2.38銭（＋1～3銭）＋5.19％

(2.375)

平均最低工賃額

県最賃＋20円（＋2.93％）

最低賃金及び最低工賃の改定状況

県最賃＋47円（＋7.39％）

県最賃＋98円（＋14.35％）

県最賃＋81円（＋10.37％）

県最賃発効日

県最賃額

県最賃＋78円（＋11.1％）

最低工賃発効日

カプラー差し

チューブ通し
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【最低工賃改定の目安一覧表】

１個
1時間
当たり

1日
当たり

１か月
当たり

当たり

平均所

工賃額
ⓒ

工賃額
ⓓ

工賃額
ⓔ

最高 最低 平均額

要時間
（秒）ⓑ

（ⓐ÷ⓑ
×3600
÷100）

（ⓒ×
8時間）

（ⓓ×
25日）

差額 UP率

42 60 37 46 371 2,965 74,120 5 13.5% 611 11 5.7%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

49 70 43 53 417 3,336 83,400 6 14.0% 565 11 4.4%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

60 100 53 55 434 3,470 86,740 7 13.2% 548 84 34.6%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

69 90 67 78 453 3,626 90,660 8 13.1% 529 8 5.3%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

32 50 28 40 337 2,694 67,360 4 14.3% 645 141 73.1%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

46 75 41 49 349 2,789 69,720 5 12.2% 633 11 5.7%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

63 75 50 63 372 2,974 74,360 7 12.5% 610 31 16.1%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

75 90 66 77 267 2,132 53,300 9 13.6% 716 5 3.3%

　　銭 　　銭 　　銭 　　銭 　　円 　　円 　　円

上 昇 率 を １ 3 ％ と し た 場 合

品目 工          程

現行
から約
13％

増とした
工賃

ⓐ

現行最低
工賃

額の差
県最賃
（982円）
との差
982-©

影響
人数

影響率最高最低額

委託者
家　　内
労働者

調査対象
者　　　数

先
ハ
メ

20 ㎝ 以 下 の 電 線 に つ い て 行 う も の 4.08 7 193

20 ㎝ を 超 え 50 ㎝ 以 下 の 電 線 に つ い て 行 う も の 4.23 7 252

50 ㎝ を 超 え ２ ｍ 以 下 の 電 線 に つ い て 行 う も の 4.98 8 243

２ ｍ を 超 え る 電 線 に つ い て 行 う も の 5.48 3 150

チ

ュ
ー

ブ
通
し

15 ㎝ 以 下 の チ ュ ー ブ に つ い て 行 う も の 3.42 7 193

１５㎝を超え30㎝以下のチューブについて行うもの 4.75 7 193

30㎝を超え50㎝以下のチューブについて行うもの 6.1 7 193

50 ㎝ を 超 え る チ ュ ー ブ に つ い て 行 う も の 10.13 5 153



 

 

 

岡山地方労働審議会 

岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃専門部会の今後の審議日程表（案） 

令和６年１１月２８日 

開催回数 審    議    事    項 開      催      日      時 会            場 

第 ２ 回 

１ 岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃額審議 

について 

２ 今後の審議日程について 

３ その他 

１２月２日（月曜日） 

  10時 00分 ～ 

岡山市北区下石井 1-4-1 

岡山第２合同庁舎２階 

   共用会議室Ｂ 

第 ３ 回 

１ 岡山県車両電気配線装置製造業最低工賃額審議 

について 

２ その他 

１２月１２日（木曜日） 

10時 00分 ～ 

岡山市北区下石井 1-4-1 

岡山第２合同庁舎３階 

     労働局会議室 

 


